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Ⅰ．低炭素型ＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書について 
 

（１）低炭素型ＲＰＣＡ製品とは 
   「低炭素型ＲＰＣＡ製品」は、設計品質及び施工品質が証明されているＲＰＣＡ審査適合製品  
  を、基本的な製造品質が証明されていて、かつ低炭素化に係る製造品質も証明されているＲＰＣＡ 
  認証工場で、製品の基本（設計品質及び施工品質）を変えることなく、製品に使用する資材あるい 
  はコンクリートの配合設計を変更することにより、製品製造時に排出される CO2の排出量の低減を 
  図った製品です。 

 

（２）低炭素型ＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書とは 
   低炭素型ＲＰＣＡ製品の品質（設計品質、施工品質、製造品質）を証明するためには、基となる

ＲＰＣＡ審査適合製品の設計品質及び施工品質、低炭素型ＲＰＣＡ製品を製造する工場の基本的な

製造品質（製造能力）及び製品の低炭素化を図るために追加的に必要となる製造品質（製造能力）

を証明する必要があります。 
   このうち、基となるＲＰＣＡ審査適合製品の設計品質及び施工品質は、当該製品の「ＲＰＣＡ製

品審査基準適合証明書」が証明しています。また、工場の基本的な製造品質（製造能力）は、当該

工場の「ＲＰＣＡ工場認証審査基準適合証明書」が証明しています。また、工場において、製品の

低炭素化を図るために追加的に必要となる製造品質（製造能力）は、当該工場の「低炭素型ＲＰＣ

Ａ工場認証審査基準適合証明書」が証明しています。 
   従って、低炭素化を図る基となるＲＰＣＡ審査適合製品の品質証明書（製品の設計品質及び施工

品質を証明する「ＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書」）と当該低炭素型ＲＰＣＡ製品を製造する工

場の品質証明書（基本的な製造品質（製造能力）を証明する「ＲＰＣＡ工場認証審査基準適合証明

書」、及び製品を低炭素化するために追加的に必要となる製造品質（製造能力）を証明する「低炭

素型ＲＰＣＡ工場認証審査基準適合証明書」）を組み合わせれば、当該低炭素型ＲＰＣＡ製品の品

質のすべて（設計品質、施工品質、製造品質）を証明することができます。 
   低炭素型ＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書は、以上の考え方に基づき、関係する３つの審査基準

適合証明書を組み合わせて、対象となる製品の品質を証明するものです。 
   以下に、低炭素型ＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書の基本構造を示します。 
 

 
 
（３）低炭素型ＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書の交付 
    低炭素型ＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書は、当該低炭素型ＲＰＣＡ製品の基となるＲＰＣＡ 
   審査適合製品の技術的権利を有する法人（以下「権利社」という。）の申請（以下、申請する法 
   人を「申請者」という。）に基づき、申請者に対して、協会から交付します。 
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低炭素型ＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書 見本 

（４）低炭素型ＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書の有効期間 
    低炭素型ＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書は、ＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書、ＲＰＣＡ工 
   場認証審査基準適合証明書、低炭素型ＲＰＣＡ工場認証審査基準適合証明書の内容に沿って交付 
   される証明書です。 
    ＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書、ＲＰＣＡ工場認証審査基準適合証明書、低炭素型ＲＰＣＡ 
   工場認証審査基準適合証明書には、それぞれ有効期間があるので、低炭素型ＲＰＣＡ製品審査基 
   準適合証明書の有効期間は、これら３つの証明書の有効期間が重なっている期間となります。以 
   下に、例を示します。 
 
  

製品及び工場に係る審査基準適合証明書の有効期間 
低炭素型ＲＰＣＡ製品審査

基準適合証明書の有効期間 
例１ ＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書  ：2024 年度～2026 年度 2026 年度 

（2026.4.1～2027.3.31） ＲＰＣＡ工場認証審査基準適合証明書：2025 年度～2027 年度 
低炭素型ＲＰＣＡ工場認証審査基準適合証明書 
                 ：2026 年度～2028 年度 

例２ ＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書  ：2025 年度～2027 年度 2026 年度～2027 年度 
（2026.4.1～2028.3.31） ＲＰＣＡ工場認証審査基準適合証明書：2026 年度～2028 年度 

低炭素型ＲＰＣＡ工場認証審査基準適合証明書 
                 ：2026 年度～2028 年度 

 
（５）低炭素型ＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書の取消し 

以下の各号に該当する事案が発生した場合は、交付した審査基準適合証明書を取り消しますの
で、ご留意ください。 
一 申請者による虚偽申請、審査基準適合証明書等の不正使用等の不正な行為が明らかになっ
た場合 

二 審査基準適合証明書の有効期間内において、ＲＰＣＡ審査適合製品あるいはＲＰＣＡ認証
工場に係る申請書類（追加資料を含む。）、低炭素型ＲＰＣＡ審査適合製品及び低炭素型ＲＰＣ
Ａ認証工場に係る申請書類（追加資料等を含む。）の内容を変更した場合 

三 低炭素型ＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書に係るＲＰＣＡ審査適合製品、ＲＰＣＡ認証工
場、低炭素型ＲＰＣＡ認証工場が、その品質及び性能等（工場においては製造能力）の瑕疵に
よる事故等を発生させた場合 

四 審査基準適合証明書の使用等において法令違反あるいは処罰等を受けた場合 
五 申請者から協会に対し審査基準適合証明書の取消の申し出があった場合 

 
（６）低炭素型ＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書（見本） 

以下に、審査基準適合証明書の見本を掲載します。詳細は、本冊子１９ページの【資料－２】

を参照してください。 
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① ＲＰＣＡ審査に合格した製品を販売する際は、当該製品に係る低炭素型ＲＰＣＡ製品審査基準

適合証明書のコピーを、製品の品質証明書として、必ず使用者（購入者）に提出することが重要

です。また、審査関係書類として協会に提出した当該製品に係る施工マニュアルのコピーを、必

ず施工者に手渡すことが重要です。 

これにより、納入する製品が要求性能を満足し且つその品質（性能を含む。）に問題がないこ

とが使用者（購入者）に伝わり、また施工手順や施工上の留意点が施工者に伝わり、製造（販

売）メーカーとしての責任が果たされたことが明確になります。製造（販売）メーカーにとっ

て、不要なトラブルを避けるための重要な手順ですから、必ず実行してください。 

② 顧客に対する製品説明時、設計打合せ時、見積もり提出時、入札時、使用承認取得時等、製品

の品質（性能を含む。）確認や証明が必要である場合の説明（提出）資料として、製品の設計品

質・施工品質・製造品質に関して「低炭素型ＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書」のコピーを、製

品のカタログ等と併せて提出することが重要です。 

これにより、該当する製品が要求性能を満足し且つその品質（性能を含む。）に問題がないこ

とが、ＲＰＣＡ審査委員会（第三者委員会）の厳正な技術審査で証明されていることを明確に示

すことができ、製品の信頼性が増します。非審査製品と信頼性に違いがあることを明確に示すこ

とができる証明書ですから、有効に活用してください。 

 

（７）低炭素型ＲＰＣＡ製品に表示する審査基準適合標章 
    低炭素型ＲＰＣＡ工場認証審査基準適合証明書の交付を受けた法人は、協会の承認を得て、証

明書対象の低炭素型ＲＰＣＡ認証工場で製造した低炭素型ＲＰＣＡ製品に、低炭素型ＲＰＣＡ工

場認証審査基準適合証明書に係る審査基準適合標章（以下「低炭素型ＲＰＣＡ工場認証審査基準

適合標章」という。）を表示しなければなりません。 

低炭素型ＲＰＣＡ製品は、ＲＰＣＡ認証工場が、ＲＰＣＡ審査適合製品を、当該製品のＲＰＣ

Ａ製品審査基準適合証明書の証明内容を変えないことを基本として製品に使用する資材あるいは

コンクリートの配合設計を変更することにより当該ＲＰＣＡ審査適合製品の低炭素化を図った製

品として製造したものです。 
そのため、この製品には、基となるＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書に係る「ＲＰＣＡ製品審

査基準適合標章」と、製造する工場のＲＰＣＡ工場認証審査基準適合証明書に係る「ＲＰＣＡ工

場認証審査基準適合標章」を表示することが、既に義務づけられています。 
    従って、低炭素型ＲＰＣＡ製品には、基となる製品の「ＲＰＣＡ製品審査基準適合標章」、製

造した工場の「ＲＰＣＡ工場認証審査基準適合標章」及び「低炭素型ＲＰＣＡ工場認証審査基準

適合標章」の３つの審査基準適合標章を並べて表示しなければなりません。 
以下に、低炭素型ＲＰＣＡ製品に表示する審査基準適合標章の見本を掲載します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（８）低炭素型ＲＰＣＡ認証工場に掲示する低炭素型ＲＰＣＡ認証工場標章 

低炭素型ＲＰＣＡ工場認証審査基準適合証明書の交付を受けた法人は、協会の承認を得て、当該低 

炭素型ＲＰＣＡ認証工場に、「低炭素型ＲＰＣＡ認証工場標章」を掲示しなければなりません。 

以下に、工場に掲示する「低炭素型ＲＰＣＡ認証工場標章」の見本を掲載します。 

なお、低炭素型ＲＰＣＡ認証工場は、元々、ＲＰＣＡ認証工場であるので、当該工場には、「Ｒ 

ＰＣＡ認証工場標章」と「低炭素型ＲＰＣＡ認証工場標章」の２つの工場標章が掲示されることに 

なります。 

低炭素型カルバート適合標章 見本 
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（９）協会ホームページで情報公開 
低炭素型ＲＰＣＡ工場認証審査に合格した工場については、他のＲＰＣＡ審査に合格した製品や 

工場と同様に、協会のホームページで、「ＲＰＣＡ審査適合製品」、「ＲＰＣＡ認証工場」、「低炭素 

型ＲＰＣＡ認証工場」として、審査基準とともに、証明内容も含め関係情報を公開します。 

併せて、ＲＰＣＡ審査に合格した製品と工場の一覧リストを冊子にして、道路ＰＣａ製品の使用 

者サイド（発注者、建設業者、コンサルタント等）に公開配布します。 

 

 

 

 

  

ＲＰＣＡ認証工場標章 見本 低炭素型ＲＰＣＡ認証工場標章 見本 
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Ⅱ．低炭素型ＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書の交付申請について 
 
１．申請受付窓口 

 
一般社団法人 道路プレキャストコンクリート業協会 
〒101-0062 東京都千代田区神田駿河台三丁目５番地１ 三五ビル３階 
電話：03-3527-1760  FAX：03-3527-1780 
E-mail：shinsa@roadprecast.or.jp 

     審査委員会事務局：小髙、流（ながれ）、平田 
 
２．申請受付期間 

申請のご相談・受付は、随時行っています。審査委員会事務局に、遠慮なくご相談ください。 

 
３．審査申請までの流れ 

低炭素型ＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書の交付を希望する法人（以下「申請者」という。）

は、以下の手順で、協会（審査委員会事務局）に申請してください。 
 
１）まず、審査委員会事務局へ、電話あるいはメールでご相談下さい。その際、貴法人の概要、協

会の会員あるいは非会員の別、申請内容等、申請に必要な事項についてお聞きしますので、事前

にご準備をお願いします。お聞きした内容に基づいて、事務局が申請の流れ等について説明しま

す。 
 
２）審査委員会事務局が指定する申請関係書類等を、次に記載する①、②いずれかの方法でご購入

ください。ただし、①の方法による場合は、事前に事務局までお申し出ください。 
 
① 協会事務所の申請窓口で、直接、現金支払いにより購入する方法 

 

 
最寄り駅からの所要時間 

千代田線「新御茶ノ水駅」徒歩４分、丸ノ内線「淡路町駅」徒歩５分 
都営新宿線「小川町駅」徒歩５分、JR 中央線「御茶ノ水駅」徒歩６分 

 
② 代金を下記の銀行口座に振り込み、審査委員会事務局からの郵送等で受け取る方法 
  （振込口座） 

三菱ＵＦＪ銀行   

神田駅前支店（店番：０１０）  

名前（漢字）：一般社団法人道路プレキャストコンクリート業協会 

名前（ATM入力用：カタカナ）：  

シヤ）ドウロプレキヤストコンクリートギョウキヨウカイ 

口座番号：（普通）１１４６３７０ 

mailto:shinsa@roadprecast.or.jp
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３）ご購入いただいた申請関係書類等をご覧いただき、申請書類（申請書及び審査に必要な資料

等）を作成してください。なお、提出された申請書類に不備や誤記入等がある場合は、修正等を

お願いすることになりますので、作成に当たってご不明な点等がありましたら、直接あるいは電

話やメールで、審査委員会事務局にお問い合わせください。 
 

４）作成した申請書類を、次の①、②いずれかの方法で、審査委員会事務局に提出してください。

申請書類が審査委員会事務局に届き次第、「仮申請受付票」を交付します。 
  ① 協会事務所の申請窓口に、直接提出する方法 
  ② 審査委員会事務局宛に、郵送等により提出する方法 
 
５）提出された申請書類に不備や誤記入等がないか、審査委員会事務局で確認作業を行います。不

備や誤記入等がある場合は、修正等を行っていただき、申請書類を再提出していただくことにな

りますので、ご協力よろしくお願いします。 
  なお、申請者が協会に提出した申請書類は、理由の如何に拘わらず返却しませんので、ご承知

おきください。 
 
６）申請書類が完備したと判断されれば、直ちに、審査委員会事務局より振込額（審査料の合計金

額）と振込口座を申請担当者様宛に通知します。通知が届いてから２週間以内に、２）に記載す

る振込口座に、通知の金額をお振り込みください。なお、振込手数料は申請者様がご負担くださ

い。 
 
７）通知の金額が振り込まれたことを確認後、直ちに、審査委員会事務局より、正式に申請を受理

したことを証する「申請受付票」を交付します。 
 
以上で、審査申請手続は完了です。手続き完了後は、速やかに審査を開始します。 
 
 

４．申請書類等の購入料 
低炭素型ＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書交付申請書類等： ３，３００円（税込）／１申請 

 
５．申請者と審査申請製品及び審査申請工場 

 
申請者   ：ＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書の交付を受けている法人 
審査申請製品：低炭素型ＲＰＣＡ製品の基となるＲＰＣＡ審査基準適合製品 
審査申請工場：低炭素型ＲＰＣＡ工場認証審査に合格している道路ＰＣａ製品製造工場 

 
６．申請者に求められる資格要件 

低炭素型ＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書の交付申請者は、以下の資格要件を満足しなければな

りません。 
一 低炭素型ＲＰＣＡ製品を低炭素型ＲＰＣＡ認証工場で製造し販売する法人であること。 
二 申請する低炭素型ＲＰＣＡ製品の基となるＲＰＣＡ審査適合製品の技術的権利を有する法人（Ｒ

ＰＣＡ製品審査基準適合証明書の交付を受けている法人）であること。 
三 反社会的勢力でない、あるいは反社会的勢力と関係がないこと。 
四 反社会的行為を行わないこと。 
  
  （注１）審査は、協会の会員のみならず、非会員でも受けることができます。 

   （注２）申請者には、受審申請の提出書類・内容・検査資料等に違法性、虚偽、産業財産権等に係 
     る権利侵害等があった場合は、審査事業運営規則に基づく処罰の対象となるなど、協会の審査 
     を受審する場合の義務等が発生します。 
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７．審査申請製品及び工場に求められる資格要件 
低炭素型ＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書の交付申請の対象となる製品及び工場は、以下の資格

要件を満足しなければなりません。 
一 基となる（通常型の）製品が、ＲＰＣＡ審査に合格したＲＰＣＡ審査適合製品であること。 
二 前一号の製品のＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書の有効期間が 1 年以上残されていること。 
三 製造する工場が、ＲＰＣＡ工場認証審査に合格したＲＰＣＡ認証工場であること。 
四 前三号の工場のＲＰＣＡ工場認証審査基準適合証明書の有効期間が 1 年以上残されていること。 
五 前三号の工場が、低炭素型ＲＰＣＡ工場認証審査に合格した低炭素型ＲＰＣＡ認証工場であるこ 
 と。 

 六 前三号の工場の低炭素型ＲＰＣＡ工場認証審査基準適合証明書の有効期間が 1 年以上残されてい 
  ること。 
 
８．低炭素型ＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書交付審査における申請単位 
   低炭素型ＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書は、製品と製造工場をセットで品質証明するもので

す。そのため、証明書の交付申請では、製品と当該製品を製造する工場をセットで申請しなければ

なりません。Ａ工場で製造するａ製品で１申請、Ａ工場で製造するｂ製品で１申請、Ｂ工場で製造

するａ製品で 1 申請というように、１つの製品名を有する製品ごとに、かつ１つの製造工場ごとに

１申請となります。 
 
９．審査料 

低炭素型ＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書交付審査の審査料は、１申請当たり、以下の額となり

ます。 
 
  申請者（法人）が協会の会員である場合：１１０，０００円（税込）／１申請 

  申請者（法人）が協会の会員でない場合：３３０，０００円（税込）／１申請 
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申請者

申請書類提出

申請書類再提出

申請書類仮受付

申請書類正式受付

書類不備の
有無

審査料等通知

審査料振込

合否判定

申請書類審査

一次審査（書類審査）

改善等完了報告

本審査

合否判定

審査合格通知

審査基準適合証明書交付

審査結果公表（協会HP等）

適合証明書受領

申請書類購入

審査合格通知受領

審査不合格通知審査不合格通知受領

一次審査不合格通知

ＲＰＣＡ

書類指導

会員向け改善等指導

申請書類修正

合格

不備なし

不合格

不合格

合格

通知受領

不備有り

審査
中止

通知受領

改善
等

※申請年度・期限内での
完了が条件です。

審査
継続

１０．申請・審査等の流れ（全体図） 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１１．審査方法 
審査は、基となるＲＰＣＡ審査適合製品に係る審査基準適合証明書、当該低炭素型ＲＰＣＡ製品を

製造するＲＰＣＡ認証工場に係る審査基準適合証明書、当該工場の低炭素型ＲＰＣＡ工場認証審査

基準適合証明書、以上の３つの審査基準適合証明書の申請データ等が、「ＲＰＣＡ審査基準」以上で

あることを確認することにより行うことを基本とします。 
また、審査は、提出された審査書類等を基に審査する「一次審査」を行った後、専門家で構成さ

れる審査委員会による「本審査」において最終的な合否判定を行う、二段階審査方式としていま

す。 
 
 

  

図－１  低炭素型ＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書のフロー図 
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【資料－１ 審査事業運営規則】 
 

審査事業運営規則 
 

平成３０年１１月７日 決定 
令和２年１月１７日  変更 
令和３年３月２４日  変更 
令和３年８月４日   変更 
令和７年８月５日   変更 

 
 
本審査事業運営規則（以下「本規則」という。）は、一般社団法人道路プレキャストコンクリート業協

会（以下「協会」という。）が製品審査事業及び工場認証事業等の審査事業（以下「審査事業」という。）

を行うために必要な諸規則を定めるものである。 
 
 
（審査事業の目的） 
第１条 協会は、道路プレキャストコンクリート工（以下「道路ＰＣａ工」という。）を構成する要素で

ある道路プレキャストコンクリート製品（以下「道路ＰＣａ製品」という。）、道路プレキャストコ

ンクリート製品構造物（以下「道路ＰＣａ製品構造物」という。）、道路プレキャストコンクリート

製品製造工場（以下「道路ＰＣａ製品製造工場」という。）、道路ＰＣａ製品構造物の施工方法等に

ついて、その品質及び性能等（工場にあっては製造能力）が協会の定める基準以上であるか否かを

審査し証明等することにより、道路ＰＣａ工の品質の確保並びに向上を図り、もって道路ＰＣａ工

の信頼性を確保することを目的として審査事業を行う。 
 
（審査事業の種類） 
第２条 協会が行う審査事業は、以下の各号に定める事業により構成される。 

一 道路ＰＣａ製品に係る製品審査事業（以下「道路ＰＣａ製品審査事業」という。） 
二 道路ＰＣａ製品製造工場に係る工場認証事業（以下「道路ＰＣａ工場認証事業」という。） 
三 前一、二号に定める事業の他、審査事業の目的を達成するために必要な事業 

２ 前項の審査事業は、審査、認証、審査基準適合証明、標章、情報公開、広報、その他審査事業の

目的を達成するために必要な活動を含む。 
 
（審査の種類及び対象） 
第３条 協会は、審査事業において、以下の各号の審査を行う。 

一 道路ＰＣａ製品審査事業における道路ＰＣａ製品に係る製品審査（以下「ＲＰＣＡ製品審

査」という。） 
二 道路ＰＣａ工場認証事業における道路ＰＣａ製品製造工場に係る工場認証審査（以下「ＲＰ

ＣＡ工場認証審査」という。） 
三 道路ＰＣａ工場認証事業における低炭素化を図った道路ＰＣａ製品を製造する工場に係る

工場認証審査（以下「低炭素型ＲＰＣＡ工場認証審査」という。） 
四 その他、審査事業の目的を達成するために必要な審査 

２ ＲＰＣＡ製品審査は、協会が発行する『道路プレキャストコンクリート工指針』（以下「道路Ｐ

Ｃａ工指針」という。）に準拠する道路ＰＣａ製品（道路ＰＣａ製品構造物を含む。）を対象として、

設計品質及び施工品質について審査する。 
３ ＲＰＣＡ工場認証審査は、ＲＰＣＡ審査適合製品（本規則第１３条）を製造する道路ＰＣａ製品

製造工場を対象として、製造品質について審査する。 
４ 低炭素型ＲＰＣＡ工場認証審査は、ＲＰＣＡ認証工場（本規則第１３条）を対象として、ＲＰＣ

Ａ製品審査基準適合証明書（本規則第１３条）の証明内容を変えないことを基本として製品に使用

する資材あるいはコンクリートの配合設計を変更することにより当該ＲＰＣＡ審査適合製品の低

炭素化を図った製品を製造する場合に、追加的に必要となる製造能力について審査を行う。 
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（審査委員会の設置） 
第４条 協会は、審査事業における審査の客観性及び公正性を確保するため、審査事業における製品審査

及び工場認証審査等の審査に係る業務（以下「審査業務」という。）を行う第三者委員会である道

路プレキャストコンクリート工技術審査委員会（以下「審査委員会」という。）を設置する。 
  ２ 協会は、審査委員会に委員長及び副委員長を置く。 

３ 協会は、審査委員会の運営に係る事務を処理するため、協会本部事務局とは別に、審査委員会に

事務局（以下「審査委員会事務局」という。）を設置する。 
４ 協会は、審査委員会事務局に、事務局長及び所要の事務局員を置く。 
５ 審査委員会を運営するための規則は、理事会の決議により別に定める。 

 
（審査の申請資格） 
第５条 道路ＰＣａ製品を販売することを業とする法人で、協会が発行する道路ＰＣａ工指針に準拠し

て道路ＰＣａ製品を開発あるいは製造する法人は、ＲＰＣＡ製品審査、ＲＰＣＡ工場認証審査、低

炭素型ＲＰＣＡ工場認証審査等の受審を申請することができる。 
２ 前項で規定する法人は、協会の会員であるか否かを問わない。 
３ ＲＰＣＡ製品審査の受審を申請する法人（以下「申請者」という。）は、当該審査の対象となる

道路ＰＣａ製品に関する技術的権利を有する法人（以下「権利社」という。）でなければならない。

権利社から技術的権利を分権された法人（以下「分権社」という。）は、ＲＰＣＡ製品審査の受審

を申請することはできない。 
４ ＲＰＣＡ製品審査の受審を申請する道路ＰＣａ製品は、実際に製造され施工された実績のある

製品あるいはその蓋然性を有する製品でなければならない。 
５ ＲＰＣＡ工場認証審査あるいは低炭素型ＲＰＣＡ工場認証審査の受審を申請する法人（以下「申

請者」という。）は、当該審査の対象となる工場を所有していなければならない。 
６ ＲＰＣＡ工場認証審査あるいは低炭素型ＲＰＣＡ工場認証審査は、審査の対象となる道路ＰＣ

ａ製品製造工場において実際に製造した実績のある製品を対象として受審を申請しなければなら

ない。 
７ 低炭素型ＲＰＣＡ工場認証審査の対象となる道路ＰＣａ製品製造工場は、ＲＰＣＡ工場認証審

査基準適合証明書（本規則第１３条）の交付を受けている工場かつ当該証明書の有効期間が１年以

上残された工場でなければならない。 
８ 低炭素型ＲＰＣＡ工場認証審査の対象となる道路ＰＣａ製品製造工場が製造する道路ＰＣａ製

品は、ＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書（本規則第１３条）の証明内容を変えないことを基本とし

て製品に使用する資材あるいはコンクリートの配合設計を変更することにより当該ＲＰＣＡ審査

適合製品の低炭素化を図った製品であって、当該ＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書の有効期間が

１年以上残された製品でなければならない。 
９ 前７、８項の規定に拘わらず、低炭素型ＲＰＣＡ工場認証審査を、ＲＰＣＡ工場認証審査と同時

に受審する場合、あるいはＲＰＣＡ製品審査と同時に受審する場合は、有効期間に関する規定は適

用外とする。 
１０ 申請者は、以下の各号のいずれにも該当しないこと、かつ将来にわたっても該当しないことを

確約しなければならない。 

一 暴力団 

二 暴力団員 

三 暴力団準構成員 

四 暴力団関係企業 

五 総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等 

六 その他前各号に準ずる者 

１１ 申請者は、自らまたは第三者を利用して以下の各号に該当する行為を行ってはならない。 

一 暴力的な要求行為 

二 法的な責任を超えた不当な要求行為 

三 取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

四 風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて協会の信用を毀損し、または協会の業務を妨 

  害する行為 



12 
 

五 その他前各号に準ずる行為 

 
（申請者の義務） 
第６条 申請者は、受審を申請するに当たっては、以下の各号をすべて満たさなければならない。 

一 受審申請の内容等に違法性がないこと 
二 受審申請の内容等に虚偽がないこと 
三 受審申請の内容等に産業財産権等に係る権利侵害等がないこと 
四 協会が受審申請の内容等に係る資料等の提出を求める場合は、申請者は要求された資料等

を協会にすべて提出できること 
五 前四号の外、審査委員会が審査遂行上必要と判断し申請者に対して行う協力依頼について、

申請者は誠実に対応すること 
六 受審申請の道路ＰＣａ製品あるいは道路ＰＣａ製品製造工場で製造された道路ＰＣａ製品

に係る事故等が発生した場合の責任を協会に求めないこと 
七 審査合格後に協会から交付される審査基準適合証明書及び本規則第１３条４項が規定する

名称を不正に使用しないこと 
八 申請者は審査の結果に不服を申し立てないこと 
九 申請者は、協会が審査事業の一環として行う情報公開に同意すること 
十 その他本規則に定めのない事項に係る問題が発生した場合の責任を協会に求めないこと 
十一 申請者は前各号に係る問題が発生した場合は、速やかに協会に報告すること 

 
（受審申請と審査の開始） 
第７条 申請者は、協会に対し、別に定める申請書及び審査に必要な資料等（以下「申請書類」という。）

を提出して申請しなければならない。申請者が協会に提出した申請書類は、理由の如何に拘わらず

返却しない。 
２ ＲＰＣＡ製品審査は、製品審査申請区分表の申請区分ごとに１申請として申請しなければなら

ない。 
３ ＲＰＣＡ工場認証審査は、受審を希望する工場認証審査申請区分表の申請区分（複数可）を明記

の上、工場ごとに１申請として申請しなければならない。 
４ 低炭素型ＲＰＣＡ工場認証審査は、受審を申請する道路ＰＣａ製品製造工場が有するＲＰＣＡ

工場認証審査基準適合証明書（本規則第１３条）に記載された工場区分の製品に適用する低炭素化

に係る仕様（複数可）を明記の上、工場ごとに 1 申請として申請しなければならない。 
５ 協会は、申請書類が提出された場合、本規則第５条に基づき申請の適格性を確認するとともに、

申請者が本規則第６条の規定を満たすか否かを確認するものとする。 
６ 協会は、提出された申請書類の適正性について、審査委員会に確認を求めるものとする。審査委

員会は、申請書類が適正と判断される申請については、その旨を協会に報告する。また、申請書類

が不適正であると判断される場合は、申請者に対して是正指導等を行い、指導結果について協会に

報告するものとする。 
７ 協会は、前５項の確認ができた申請について、審査委員会から前６項の報告があった場合は、速

やかに申請者に対し、正式な申請受理に向けた手続を開始する旨、並びに審査料の金額及び振込先

銀行口座を通知するものとする。 
８ 申請者は、前７項の通知が届いて２週間以内に、通知された金額を指定の銀行口座に振り込まな

ければならない。なお、振込手数料は申請者の負担とする。 
９ 協会は、前７項により通知した金額が指定した銀行口座に振り込まれたことを確認することに

より申請を正式に受理するものとし、正式に受理した旨を速やかに申請者に対し通知するものと

する。併せて、協会は審査委員会に審査業務を開始するよう指示し、これにより審査委員会は正式

に審査業務を開始するものとする。 
 
（審査基準） 
第８条 本規則第 3 条が規定する審査における審査基準（以下「ＲＰＣＡ審査基準」という。）は、発注

者（道路管理者）が道路ＰＣａ工の契約時に確認を必要とする技術的事項に係る考え方、方法、規

準等を念頭に置き、協会技術委員会（以下「技術委員会」という。）において定め、協会理事会の
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承認を得て、審査基準としての効力を発揮するものとする。 
２ 審査項目のうち審査基準を定量的に確定できない項目については、技術委員会において定めた

当該項目に係る審査の基本的な考え方をもって、当該項目の審査基準とするものとする。 
 
（審査方法） 
第９条 ＲＰＣＡ製品審査における審査は、申請された道路ＰＣａ製品（道路ＰＣａ製品構造物に係る内

容を含む。以下同じ。）の設計品質及び施工品質が、申請された申請区分の道路ＰＣａ製品に係る

ＲＰＣＡ審査基準以上であることを、審査項目ごとの申請データ等（申請書類に基づくデータ等。

以下同じ。）により確認することにより行うことを基本とする。 
２ ＲＰＣＡ工場認証審査における審査は、申請された道路ＰＣａ製品製造工場の製造品質が、申請

区分の道路ＰＣａ製品の製造に係るＲＰＣＡ審査基準以上であることを、申請区分ごとに審査項

目ごとの申請データ等及び現地工場検査により確認することにより行うことを基本とする。 
３ 低炭素型ＲＰＣＡ工場認証審査における審査は、申請されたＲＰＣＡ認証工場において、ＲＰＣ

Ａ製品審査基準適合証明書（本規則第１３条）の証明内容を変えないことを基本として製品に使用

する資材あるいはコンクリートの配合設計を変更することにより当該ＲＰＣＡ審査適合製品の低

炭素化を図った製品を製造する場合に、追加的に必要となる製造能力が、当該ＲＰＣＡ認証工場の

申請区分の道路ＰＣａ製品の低炭素化に必要な製造に係るＲＰＣＡ審査基準以上であることを、

申請区分ごとに審査項目ごとの申請データ等及び現地工場検査により確認することにより行うこ

とを基本とする。 
４ 審査は、ＲＰＣＡ製品審査においては書類審査により一次審査を行い、ＲＰＣＡ工場認証審査あ

るいは低炭素型ＲＰＣＡ工場認証審査においては現地工場検査により一次審査を行った後、これ

らの一次審査結果等に基づいて、審査委員会において最終審査（以下「本審査」という。）をする

ことにより行う。 
５ 審査は、申請者が協会に提出した申請書類及び現地工場検査等に基づいて行うことを基本とし、

必要に応じて追加資料等の提出を求め内容等の確認をすることにより行う。 
６ 本審査においては、必要に応じて、申請者に対し、審査委員会における説明を求めることができ

るものとする。 
７ その他、審査方法に係る細則については、必要に応じて、技術委員会において定める。 

 
（追加資料等の提出） 
第１０条 審査委員会は、申請時に提出済みの申請書類の外に、追加資料等の提出が審査遂行上必要と判

断される場合は、申請者に対し、審査に必要な追加資料等の提出を求めることができる。 
２ 申請者は、審査委員会から追加資料等の提出を求められた場合は、申請者の責任と負担により審

査委員会が提出を求める追加資料等を整え、審査委員会に定められた期日までに提出しなければ

ならない。 
３ 申請者は、追加資料等の提出に当たり試験、解析等が必要になる場合は、その実施方法等につい

て、審査委員会の指示に従わなければならない。 
４ 審査委員会は、前２項の追加資料等が提出されるまでの間は、当該申請に関する審査業務の中断

等必要な措置を講ずるものとする。 
５ 申請者が協会に提出した追加資料等は、理由の如何に拘わらず返却しない。 

 
（審査の中止） 
第１１条 申請者は、審査実施中において、協会に対し審査の中止を求めることができる。協会は、申請

者から審査中止の申し出があった場合は、直ちに審査を中止しなければならない。この場合、申請

者は、協会に支払った審査料の返還を求めることはできない。 
２ 協会は、審査の実施に当たり、申請者が本規則第５条及び本規則第６条の規定に反すると判断す

る場合は審査を中止することができるものとし、申請者に対してその旨を通知し、申請者に弁明の

機会を与えて後、審査を中止するか否かを決するものとする。この場合、申請者が協会に支払った

審査料は返還しない。 
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（審査結果） 
第１２条 審査委員会は、審査を終了するに当たり、申請された道路ＰＣａ製品あるいは道路ＰＣａ製品

製造工場等が審査基準以上の品質及び性能等を有するか否かの合否判定（以下「審査結果」とい

う。）を行う。 
２ 審査委員会委員長は、審査結果が確定した申請について、審査業務終了後速やかに審査結果を協

会会長に報告しなければならない。 
３ 協会会長は、審査委員会委員長から審査結果の報告があった場合は、速やかに申請者に対し審査

結果を通知しなければならない。 
４ 申請者は、不合格の通知があった場合は、協会に不合格の理由について説明を求めることができ

るものとし、その場合、審査委員会が申請者に対する説明を行うものとする。   
 
（審査基準適合証明書） 
第１３条 協会は、申請者に対し、審査に合格した道路ＰＣａ製品及び道路ＰＣａ製品製造工場等につい

て、協会が証明する製品名あるいは工場名等、製品区分あるいは工場区分、その品質及び性能等

（工場にあっては製造能力）の内容、並びに証明書の有効期間等、協会が証明する事項及び内容を

記した審査基準適合証明書を交付する。 
２ 前１項の審査基準適合証明書のうち、ＲＰＣＡ製品審査の適合証明書を「ＲＰＣＡ製品審査基準

適合証明書」、ＲＰＣＡ工場認証審査の適合証明書を「ＲＰＣＡ工場認証審査基準適合証明書」、低

炭素型ＲＰＣＡ工場認証審査の適合証明書を「低炭素型ＲＰＣＡ工場認証審査基準適合証明書」と

いう。 
３ 前２項のＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書、ＲＰＣＡ工場認証審査基準適合証明書、低炭素型Ｒ

ＰＣＡ工場認証審査基準適合証明書の有効期間は、ともに、審査委員会委員長から協会会長に審査

結果が報告された年度の翌年度の４月１日から３年後の３月３１日までの３年間（３年度間）とす

る。 
４ ＲＰＣＡ製品審査に合格した道路ＰＣａ製品を「ＲＰＣＡ審査適合製品」、ＲＰＣＡ工場認証審

査に合格した道路ＰＣａ製品製造工場を「ＲＰＣＡ認証工場」、低炭素型ＲＰＣＡ工場認証審査に

合格したＲＰＣＡ認証工場を「低炭素型ＲＰＣＡ認証工場」と称し、申請者は、各の審査基準適合

証明書に記載された証明書の有効期間の間に限り、当該適合製品及び認証工場に対し、この名称を

使用することができる。ＲＰＣＡ認証工場が低炭素型ＲＰＣＡ認証工場となった場合は、両証明書

の有効期間が重複する期間に限り、当該認証工場に対し、両方の名称を重複して使用することがで

きるものとする。 
５ 協会は、申請者に対し、必要に応じて、審査基準適合証明書及び名称の使用実績の提出を求める

ことができるものとする。 
 
（低炭素型ＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書の交付申請） 
第１４条 低炭素型ＲＰＣＡ認証工場において製造する、ＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書の証明内容

を変えないことを基本として製品に使用する資材あるいはコンクリートの配合設計を変更するこ

とにより当該ＲＰＣＡ審査適合製品の低炭素化を図った製品を、「低炭素型ＲＰＣＡ製品」という。 
  ２ 低炭素型ＲＰＣＡ認証工場において低炭素型ＲＰＣＡ製品を製造する場合、当該製品の基とな

るＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書の交付を受けている申請者は、審査委員会に対し、当該低炭素

型ＲＰＣＡ製品に係るＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書の交付を申請することができる。 
  ３ 前２項の申請は、基となるＲＰＣＡ審査適合製品に係る審査基準適合証明書、当該低炭素型ＲＰ

ＣＡ製品を製造するＲＰＣＡ認証工場に係る審査基準適合証明書、当該工場の低炭素型ＲＰＣＡ

工場認証審査基準適合証明書、以上の３つの審査基準適合証明書の有効期間がいずれも 1 年以上

残されたものでなければ行うことはできない。 
  ４ 申請者が協会に対し前 2 項に係る申請を行う場合は、別に定める申請書及び審査に必要な資料

等に、当該低炭素型ＲＰＣＡ製品の基となるＲＰＣＡ審査適合製品に係るＲＰＣＡ製品審査基準

適合証明書、並びに当該低炭素型ＲＰＣＡ製品を製造する道路ＰＣａ製品製造工場に係るＲＰＣ

Ａ工場認証審査基準適合証明書、及び当該低炭素型ＲＰＣＡ製品を製造する道路ＰＣａ製品製造

工場に係る低炭素型ＲＰＣＡ工場認証審査基準適合証明書の写しを添え（これらの申請書等一式

を以下「低炭素型申請書類」という。）、申請しなければならない。申請者が協会に提出した低炭素
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型申請書類は、理由の如何に拘わらず返却しない。 
５ 協会は、低炭素型申請書類が提出された場合、本規則第５条に基づき申請の適格性を確認すると

ともに、申請者が本規則第６条の規定を満たすか否かを確認するものとする。 
６ 協会は、提出された低炭素型申請書類の適正性について、審査委員会に確認を求めるものとす

る。審査委員会は、当該申請書類が適正と判断される申請については、その旨を協会に報告する。

また、当該申請書類が不適正であると判断される場合は、申請者に対して是正指導等を行い、指導

結果について協会に報告するものとする。 
７ 協会は、前５項の確認ができた申請について、審査委員会から前６項の報告があった場合は、速

やかに申請者に対し、正式な申請受理に向けた手続を開始する旨、並びに審査料の金額及び振込先

銀行口座を通知するものとする。 
８ 申請者は、前７項の通知が届いて２週間以内に、通知された金額を指定の銀行口座に振り込まな

ければならない。なお、振込手数料は申請者の負担とする。 
９ 協会は、前７項により通知した金額が指定した銀行口座に振り込まれたことを確認することに

より申請を正式に受理するものとし、正式に受理した旨を速やかに申請者に対し通知するものと

する。併せて、協会は審査委員会に審査業務を開始するよう指示し、これにより審査委員会は正式

に審査業務を開始するものとする。 
１０ 審査委員会は、前９項の指示に従い、申請された低炭素型ＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書の

交付申請に係る審査を行い、審査業務終了後速やかに合否判定の結果（以下「審査結果」という。）

を協会会長に報告しなければならない。 
１１ 協会会長は、審査委員会委員長から前１０項の報告があった場合は、速やかに申請者に対し審

査結果を通知しなければならない。 
１２ 申請者は、不合格の通知があった場合は、協会に不合格の理由について説明を求めることがで

きるものとし、その場合、審査委員会が申請者に対する説明を行うものとする。 
１３ 低炭素型ＲＰＣＡ製品に係るＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書を「低炭素型ＲＰＣＡ製品審

査基準適合証明書」という。低炭素型ＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書には、証明する製品名及び

当該製品の製造工場名等、その品質及び性能等（工場にあっては製造能力）の内容、並びに証明書

の有効期間等、協会が証明する事項及び内容を記す。 
１４ 低炭素型ＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書の有効期間は、審査委員会委員長から協会会長に

審査結果が報告された年度の翌年度の 4 月 1 日から、申請された低炭素型ＲＰＣＡ製品の基とな

るＲＰＣＡ審査適合製品に係るＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書の有効期間、当該低炭素型ＲＰ

ＣＡ製品を製造する道路ＰＣａ製品製造工場のＲＰＣＡ工場認証審査基準適合証明書の有効期間、

当該低炭素型ＲＰＣＡ製品を製造する道路ＰＣａ製品製造工場の低炭素型ＲＰＣＡ工場認証審査

基準適合証明書の有効期間が重複する期間の最終年度の 3 月 31 日まで（年度区切り）とする。 
１５ 低炭素型ＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書の証明対象製品を「低炭素型ＲＰＣＡ審査適合製

品」と称し、申請者は、証明書の有効期間の間に限り、当該製品に対し、この名称を使用すること

ができる。 
１６ 協会は、申請者に対し、必要に応じて、低炭素型ＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書及び名称の

使用実績の提出を求めることができるものとする。 
 
（審査基準適合標章等の表示） 
第１５条 申請者は、ＲＰＣＡ審査適合製品に、協会の承認を得て、ＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書に

係る審査基準適合標章（以下「ＲＰＣＡ製品審査基準適合標章」という。）、及び当該ＲＰＣＡ審査

適合製品を製造した道路ＰＣａ製品製造工場のＲＰＣＡ工場認証審査基準適合証明書に係る審査

基準適合標章（以下「ＲＰＣＡ工場認証審査基準適合標章」という。）を表示しなければならない。 
２ 申請者は、低炭素型ＲＰＣＡ審査適合製品に、協会の承認を得て、当該低炭素型ＲＰＣＡ審査基

準適合製品の基となるＲＰＣＡ審査適合製品のＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書に係るＲＰＣＡ

製品審査基準適合標章、並びに当該低炭素型ＲＰＣＡ審査適合製品を製造する道路ＰＣａ製品製

造工場のＲＰＣＡ工場認証審査基準適合証明書に係るＲＰＣＡ工場認証審査基準適合標章、及び

当該工場の低炭素型ＲＰＣＡ工場認証審査基準適合証明書に係る審査基準適合標章（以下「低炭素

型ＲＰＣＡ工場認証審査基準適合標章」という。）を表示しなければならない。 
  ３ 前１、２項の審査基準適業標章は、各の審査基準適合証明書の有効期間内に製造した製品に限
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り、表示することができる。 
４ 申請者は、ＲＰＣＡ工場認証審査基準適合証明書あるいは低炭素型ＲＰＣＡ工場認証審査基準

適合証明書に記載された証明書の有効期間内は、協会の承認を得て、当該工場に、当該審査基準適

合証明書に係る協会が定める認証工場標章を表示しなければならない。ＲＰＣＡ認証工場に表示

する認証工場標章を「ＲＰＣＡ認証工場標章」と称し、低炭素型ＲＰＣＡ認証工場に表示する認証

工場標章を「低炭素型ＲＰＣＡ認証工場標章」と称する。 
 
（審査基準適合証明書の取消等） 
第１６条 協会は、以下の各号に該当する事案が発生した場合は、交付した審査基準適合証明書を取り消

すとともに、当該審査基準適合証明書及び本規則第１３条４項及び第１４条１５項の名称の使用

並びに本規則第１５条の標章の表示を禁止するものとする。 
一 申請者による虚偽申請、審査基準適合証明書等の不正使用等の不正な行為が明らかになっ

た場合 
二 審査基準適合証明書の有効期間内において、ＲＰＣＡ審査適合製品あるいはＲＰＣＡ認証

工場に係る申請書類（追加資料を含む。）、低炭素型ＲＰＣＡ審査適合製品及び低炭素型ＲＰＣ

Ａ認証工場に係る申請書類（追加資料等を含む。）の内容を変更した場合 
三 ＲＰＣＡ審査適合製品、ＲＰＣＡ認証工場、低炭素型ＲＰＣＡ審査適合製品、低炭素型ＲＰ

ＣＡ認証工場が、その品質及び性能等（工場においては製造能力）の瑕疵による事故等を発生

させた場合 
四 審査基準適合証明書の使用等において法令違反あるいは処罰等を受けた場合 
五 申請者から協会に対し審査基準適合証明書の取消の申し出があった場合 

  ２ 申請者は、前項の各号に該当する事案が発生した場合は、直ちに、協会に届け出るとともに、当

該審査基準適合証明書及び本規則第１３条４項及び第１４条１５項の名称の使用並びに本規則第

１５条の標章の表示を停止しなければならない。 
  

（審査基準適合証明書の更新） 
第１７条 審査基準適合証明書の交付を受けているＲＰＣＡ審査適合製品、ＲＰＣＡ認証工場、低炭素型

ＲＰＣＡ認証工場について、当該審査基準適合証明書の有効期間の更新を希望する申請者は、当該

審査基準適合証明書の有効期間の最終年度の申請受付期間内に、証明書の更新のための審査を申

請することができる。 
 
（審査基準適合証明書の継承） 
第１８条 審査基準適合証明書の交付を受けている申請者が、企業合併その他の理由により社名あるい

は工場名を変更した場合において、以下の各号のすべてに該当する場合は、新社名の法人あるいは

新工場名の工場を所有する法人は、旧社名あるいは旧工場名宛てに交付された審査基準適合証明

書の効力を継承することができる。また、法人あるいは工場を買収した法人は、以下の各号のすべ

てに該当する場合は、買収された法人あるいは工場宛に交付された審査基準適合証明書の効力を

継承することができる。 
一 効力の継承を希望する審査基準適合証明書の有効期間が６ヶ月以上残っていること 
二 効力の継承を希望する審査基準適合証明書に係る審査に当たって提出した申請書類等（追加

資料等を含む）の内容に、社名あるいは工場名の他に変更がないこと 
２ 前項による審査基準適合証明書の効力の継承を希望する申請者は、協会に対し、別に定める申請

書及び審査に必要な資料等（社名あるいは工場名変更に至った経緯書及び関連資料、社名あるいは

工場名の他に申請書類等の内容を変更しないことの確約書、効力の継承を希望する審査基準適合

証明書の表紙の写し）を提出して申請しなければならない。なお、申請者が協会に提出した申請書

及び資料等は、理由の如何に拘わらず返却しない。 
３ 受審申請は、効力の継承を希望する審査基準適合証明書のすべてを一括して１申請として申請

しなければならない。 
４ 協会は、申請書類が提出された場合、本規則第５条に基づき申請の適格性を確認するとともに、

申請者が本規則第６条の規定を満たすか否かを確認するものとする。 
５ 協会は、前４項の確認ができた申請については、速やかに申請者に対し、正式な申請受理に向け
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た手続を開始する旨、並びに審査料の金額及び振込先銀行口座を通知するものとする。 
６ 申請者は、前５項の通知が届いて２週間以内に、通知された金額を指定の銀行口座に振り込まな

ければならない。なお、振込手数料は申請者の負担とする。 
７ 協会は、前５項により通知した金額が指定した銀行口座に振り込まれたことを確認することに

より申請を正式に受理するものとし、正式に受理した旨を速やかに申請者に対し通知するものと

する。併せて、協会は審査委員会に審査業務を開始するよう指示し、これにより審査委員会は正式

に審査業務を開始するものとする。 
８ 審査委員会による審査は、継承の妥当性及び適正性を確認することにより行い、本審査のみとす

る。なお、審査委員会は、申請時に提出済みの資料等の外に、追加資料等の提出が審査遂行上必要

と判断される場合は、申請者に対し、審査に必要な追加資料等の提出を求めることができる。 
９ 審査委員会による審査により継承の妥当性及び適正性が確認された申請については、理事会に

おける承認を経て、審査基準適合証明書の継承が決定されたものとする。 
１０ 協会は、前項の決定がなされた申請については、決定後速やかに、効力の継承を希望する審査

基準適合証明書のすべてを対象として、社名あるいは工場名を更新した審査基準適合証明書を申

請者に対し交付する。 
 
（審査料） 
第１９条 審査を受審しようとする法人は、協会に対し、１申請ごとに、以下に定める審査料を支払わな

ければならない。 
２ 協会の会員である法人が受審する場合の審査料の金額は、以下のとおりとする。 

一 製品審査料の金額は、１申請当たり４０万円とする。 
二 工場認証審査料の金額は、申請書類のうちの一次審査様式に定める工場認証審査区分の重複

数によって異なる金額とし、重複数が２までは１申請当たり３５万円、重複数が３あるいは４の

場合は１申請当たり４０万円、重複数が５あるいは６の場合は１申請当たり４５万円とする。な

お、重複数が６を超える場合は、協会運営委員会において別に定める。 
三 低炭素型工場認証審査料の金額は、別に定める。 
四 低炭素型ＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書の交付審査料は、別に定める。 

３ 協会の会員でない法人が受審する場合の審査料の金額は、審査基準適合証明書の有効期間及び

会員の年会費の額を勘案し、以下のとおりとする。 
一 製品審査料の金額は、１申請当たり１３０万円とする。 
二 工場認証審査料の金額は、申請書類のうちの一次審査様式に定める工場認証審査区分の重複

数によって異なる額とし、重複数が２までは１申請当たり１２５万円、重複数が３あるいは４の

場合は１申請当たり１３０万円、重複数が５あるいは６の場合は１申請当たり１３５万円とす

る。なお、重複数が６を超える場合は、協会運営委員会において別に定める。 
三 低炭素型工場認証審査料の金額は、別に定める。 
四 低炭素型ＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書の交付審査料は、別に定める。 

４ 前２、３項に拘わらず、第１８条に係る申請の場合の審査料の金額は、協会の会員である法人に

あっては１申請当たり１０万円、協会の会員でない法人にあっては１申請当たり２０万円とする。 
５ 申請者が協会に支払った審査料は、理由の如何に拘わらず返却しない。 

 
（申請区分への製品グループの追加によるＲＰＣＡ工場認証審査基準適合証明書の再交付） 
第２０条 ＲＰＣＡ工場認証審査における申請区分の「工場で製造する製品グループの範囲」に新たな製

品グループが追加された場合、ＲＰＣＡ工場認証審査基準適合証明書の交付を受けている申請者

は、以下の各号のすべてに該当する場合に限り、ＲＰＣＡ工場認証審査基準適合証明書の再交付を

申請することができる。 
一 保有するＲＰＣＡ工場認証審査基準適合証明書の有効期間が３ヶ月以上残っていること 
二 工場認証審査申請区分表の「工場で製造する製品グループの範囲」に新たな製品種が追加され

たことに伴い、保有するＲＰＣＡ工場認証審査基準適合証明書の「１．基本事項」に記載の「工

場区分・工場で製造する製品グループ」に、当該製品種を追加するための再交付であること 
２ 前項によるＲＰＣＡ工場認証審査基準適合証明書の再交付を希望する申請者は、協会に対し、別

に定める申請書を提出して申請しなければならない。 
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３ 協会は、申請書類が提出された場合、申請の適格性等を確認するものとし、確認された申請者に

対し、正式に手続を開始する旨、並びに手続に要する金額及び振込先銀行口座を通知するものとす

る。 
４ 申請者は、前 3 項の通知が届いて 2 週間以内に、通知された金額を指定の銀行口座に振り込ま

なければならない。なお、振込手数料は申請者の負担とする。 
５ 協会は、前 3 項により通知した金額が指定した銀行口座に振り込まれたことを確認することに

より申請を正式に受理するものとし、速やかに手続を開始するものとする。 
６ 前 3 項の手続に要する金額は、協会の会員である法人にあっては 1 申請当たり 1 万円、協会の

会員でない法人にあっては 1 申請当たり 2 万円とする。なお、申請者が協会に支払った金額は、

理由の如何に拘わらず返却しない。 
 
（秘密の保持等） 
第２１条 協会及び審査委員会は、審査事業の実施において知り得た秘密を保持する義務を有する。 

２ 協会及び審査委員会が、法令等に基づき、審査事業の実施において知り得た秘密の開示を求めら

れた場合は、会長が理事会の承認を得て適切に対処するものとする。 
３ 協会及び審査委員会は、審査事業の実施において申請者から協会及び審査委員会に提出された

すべての申請書類等（追加資料等を含む。）を、審査事業の実施以外の目的で使用してはならない。 
 
（情報公開） 
第２２条 協会は、第１条を達成するために、審査事業に係る事項について、第２１条に反しない範囲内

で、必要に応じて、協会ホームページ等において公表することができるものとする。 
 
（不正行為に対する罰則） 
第２３条 協会は、第１６条に該当する事案が発生した場合は、直ちに協会としての対応等について、協

会ホームページ等において公表するものとする。 
２ 協会は、申請者が協会の会員である場合において、虚偽申請や審査基準適合証明書等の不正使用

等、悪質な行為が明らかになった場合は、それ以降の当該申請者からの新たな申請の受理を拒否す

ることができるものとし、また社員総会の決議により除名できるものとする。 
３ 協会は、申請者が協会の会員でない場合において、虚偽申請や審査基準適合証明書等の不正使用

等、悪質な行為が明らかになった場合は、それ以降の当該申請者からの新たな申請の受理を拒否す

ることができるものとし、また協会への入会を拒否することができるものとする。 
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① 

② 

③ 

④ 

⑥ 

⑤ 

【資料－２ 低炭素型ＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書】 
 
（１ページ目：表紙） 
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① ③ ④ ② 

⑥ 

⑦ ⑧ 

⑤ 

（２ページ目：製品審査証明内容書） 
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⑨ 

（３ページ目：製品審査証明内容書（つづき）） 
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① ② ③ ⑦ 

⑤ ⑥ 

⑦ ④ 

（４ページ目：工場認証審査証明内容書） 
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⑦ 

⑦ 

（１１ページ目：工場認証審査証明内容書（つづき））  
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⑦ 

⑧ 

⑦ 

（１７ページ目：工場認証審査証明内容書（最終ページ））  
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① ② ③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

（１８ページ目：低炭素型工場認証審査証明内容書） 
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⑦ 

（１９ページ目：低炭素型工場認証審査証明内容書（最終ページ））  
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（１ページ目：表紙注釈） 
①：「ＲＰＣＡ審査適合製品」を表すシンボルマークで、「Registered Precast Concrete Product」の

意を「Ｐｃ.」及び「Ｒ」で表現したものです。協会の英語略称であるＲＰＣＡにも通じるものとな

っています。なお、このシンボルマークの右下の「Ⓡ」は、このシンボルマークが協会が商標登録

したものであることを示しています。 
②：証明書番号は、３種類の証明書番号で構成されており、製品証明書番号「Ⅱ２３-ＣＲ○○号」、

工場証明書番号「Ⅰ･Ⅱ２４-Ｆ○○号」低炭素型工場証明書番号「２５-ＬＣ５０Ｃ Ｆ○○号」の

３つの審査基準適合証明書を組み合わせて、対象となる製品の品質を証明するものです。 
③：本証明書の交付を受けた企業の名称です。なお、ＲＰＣＡ製品審査は、申請製品の技術的権利を有

する法人でなければ、受審を申請することができません。 
④：証明内容は、ＲＰＣＡ審査適合製品を、製品に使用するセメント（ポルトランドセメント）を高炉

スラグ等の製造時の CO2 の排出量が少ない材料に一定量置換することによって、低炭素化を図った

製品として製造する製造能力を、有していることを証明しています。 
⑤：基本事項は、本証明書の交付を受けた製品を製造する企業及び工場の名称です。 
  低炭素化方法は、ＲＰＣＡ審査適合製品を、製品に使用するセメント（ポルトランドセメント）を

高炉スラグ等の製造時の CO2 の排出量が少ない材料に一定量置換することによって、低炭素化を図

った製品であることを表しています。 
⑥：証明書有効期間は、ＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書、ＲＰＣＡ工場認証審査基準適合証明書、

低炭素型ＲＰＣＡ工場認証審査基準適合証明書には、それぞれ有効期間があるので、低炭素型ＲＰ

ＣＡ製品審査基準適合証明書の有効期間は、これら３つの証明書の有効期間が重なっている期間と

なります。 
 

（２～３ページ目：製品審査証明内容書注釈） 
①：「ＲＰＣＡ審査適合製品」を表すシンボルマークで、「Registered Precast Concrete Product」の

意を「Ｐｃ.」及び「Ｒ」で表現したものです。協会の英語略称であるＲＰＣＡにも通じるものとな

っています。なお、このシンボルマークの右下の「Ⓡ」は、このシンボルマークが協会が商標登録

したものであることを示しています。 
②：証明書番号は、証明する製品の属性を表す、「製品区分・審査年度－製品分類・製品番号」で構

成されており、見本の証明書番号「Ⅱ２３-ＣＲ〇〇」は、「Ⅱ群製品で、２０２３年度審査におい

て合格した、ＲＣボックスカルバート（Reinforced concrete box culvert）の、製品番号〇〇番」

の道路ＰＣａ製品であることを表しています。製品分類を表すアルファベット標記は、以下のとお

りです。 
 

記号 製品分類 記号 製品分類 記号 製品分類 
ＲＭ もたれ式ブロック積擁壁 ＧＧ 防護柵 ＷＵ Ｕ形側溝 
ＲＢ ブロック積擁壁 ＣＲ ＲＣボックスカルバート ＷＫ 矩形側溝 
ＲＬ Ｌ型擁壁 ＣＰ ＰＣボックスカルバート ＷＭ 門形側溝 
ＲＴ 逆Ｔ型擁壁 ＣＡ アーチカルバート ＷＲ 調整池ＲＣ 
ＲＵ Ｕ型擁壁   ＷＰ 調整池ＰＣ 

    ＷＨ 排水ます 
 
なお、製品の名称及び技術的特性を一切変えず、審査を更新し続ける場合は、証明書番号のうち

の「２３」のみが、たとえば３年後の２０２６年度審査を受審した場合に「２６」に変わるだけ

で、他の部分は変わりません。つまり、見本の場合、「Ⅱ-ＣＲ〇〇」という番号は、その製品固有

の番号となり、製造年月が異なっても、同じ製品であることを示します。 
③：本証明書の交付を受けた企業の名称です。なお、ＲＰＣＡ製品審査は、申請製品の技術的権利を有

する法人でなければ、受審を申請することができません。 
④：本証明書の交付を受けた製品の名称です。この製品名は、企業が製品販売カタログや製品販売パン

フレット等に載せている、企業が製品を販売する際に使用している製品名です。なお、「ＲＰＣＡ製

品審査基準適合証明書」は、１つの製品名の製品ごとに、その品質を証明する書類です。技術的特性
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が同じでも製品名が異なれば、その製品名での審査を受ける必要があります。 
⑤：証明書は、表紙と証明内容書から構成されており、この見本の場合は証明書全体が２０ページな

ので、１ページ目に 1/20、２ページ目に 2/20、３ページ目に 3/20 というページ番号が付けられて

います。証明書を使用する場合は、全ページをコピーして一体として使用しなければなりません。 
⑥：製品の品種、基本的な性能、基本的な適用条件が記載されている、製品の基本的な特性を表す表

です。 
また、この表の中の「申請区分」欄に記載されている「製Ⅱ-カＲ-１」は、審査項目及び審査基

準が同一の製品群ごとに割り振られた申請区分番号で、１つでも審査項目あるいは審査基準が異な

れば、別の申請区分番号になります。同じ申請区分番号の製品は、同一の審査基準に合格した、同

品種の製品ということです。 

⑦：審査項目及び審査基準は、申請区分に対応しており、申請区分ごとに異なります。なお、審査項目

は、設計及び施工に必要な項目を網羅しており、審査基準は、発注者（国等）の考え方や基準に準拠

し、それらに定めがないもの等については協会が推奨する基準等に依っています。 

⑧：審査項目ごとに、申請製品の品質（性能を含む。）が審査基準以上であるか否かを判定し、審査基

準以上の場合に「 clear 」と表記しています。 

 ⑨：ＲＰＣＡ審査事業は協会の事業であることから、審査基準適合証明書は協会長名で交付しますが、

審査業務は審査委員会が協会から独立して第三者委員会として行っていることから、審査委員長名

を記し、審査委員会が合否判定を行っていることを明示しています。 

 
（４～１８ページ目：工場認証審査注釈） 

①：「ＲＰＣＡ認証工場」に対する審査基準適合標章のシンボルマークで、「Registered Precast 
Concrete Products Factory」の意を「Ｐｃ.」、「Ｆ」及び「Ｒ」で表現したものです。協会の英語

略称であるＲＰＣＡにも通じるものとなっています。なお、このシンボルマークの右下の「Ⓡ」

は、このシンボルマークが協会が商標登録したものであることを示しています。 
②：証明書番号は、証明する工場の属性を表す、「工場区分・審査年度－工場番号」で構成されてお

り、見本の証明書番号「Ⅰ・Ⅱ２４-Ｆ〇〇」は、「Ⅰ群及びⅡ群工場で、２０２４年度審査におい

て合格した、工場番号Ｆ〇〇番」の工場であることを表しています。  
工場区分は、どの製品区分の製品を製造する能力を有するかを表しており、Ⅰ群製品を製造する

能力を有する工場は「Ⅰ群工場」、Ⅱ群製品を製造する能力を有する工場は「Ⅱ群工場」、Ⅲ群製品

を製造する能力を有する工場は「Ⅲ群工場」となります。しかし、工場は、Ⅰ群製品とⅡ群製品を

製造する能力を有しているなど、複数の製品区分の製品を製造している場合が一般的です。そのた

め、見本では、複数の製品群を製造する能力を有しており、それらの製品群がⅠ群製品とⅡ群製品

であるため、証明書番号のうちの「工場区分」の表記が「Ⅰ・Ⅱ」となっていますが、例えばⅠ群

製品のみの製造能力を有する工場である場合は、この「工場区分」の表記は「Ⅰ」となります。 
なお、当該工場が審査を更新し続けた場合は、証明書番号のうちの「２４」のみが、たとえば３

年後の２０２７年度の審査を受審した場合に「２７」に変わるだけで、他の部分は変わりません。

つまり、見本の場合、「Ⅰ・Ⅱ-Ｆ〇〇」という番号は、その工場固有の番号となり、審査年度が異

なっても、同じ工場であることを示しています。 
③：本証明書の交付を受けた企業及び工場の名称です。なお、ＲＰＣＡ工場認証審査は、当該工場を

保有する法人でなければ、受審を申請することができません。 
④：証明書は、表紙と証明内容書から構成されており、この見本の場合は全体が２０ページなので、

１ページ目が 1/20、２ページ目が 2/20 というようにページが付けられています。ＲＰＣＡ工場認

証審査基準適合証明書の場合、工場が製造能力を有することを証する製品群に対応する証明内容書

がすべて添付されるため、（この見本の場合、Ⅰ群（擁壁）に関する証明内容書、Ⅱ群（カルバー

ト）に関する証明内容書の２つの証明内容書が添付されるため）、全体のページ数が多くなってい

ますが、表紙と証明内容書で１つの証明書です。証明書をコピーして使用する場合は、全ページを

コピーして 1 体で使用してください。 
⑤：審査項目及び審査基準は、申請区分（製造能力を有することを証する製品群に対応する区分）に

対応しており、申請区分ごとに異なります。 

⑥：審査項目ごとに、申請工場の製造能力が審査基準を満足しているか否かを判定し、審査基準を満足

している場合に「 合格 」と表記しています。 
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⑦：誤使用を防ぐために、どの申請区分の証明内容書であるかを明示しています。 
⑧：ＲＰＣＡ審査事業は協会の事業であることから、審査基準適合証明書は協会長名で交付しますが、

審査業務は審査委員会が協会から独立して第三者委員会として行っていることから、審査委員長名

を記し、審査委員会が合否判定を行っていることを明示しています。 

 
（１９～２０ページ目：低炭素型工場認証審査注釈） 

①：「ＲＰＣＡ認証工場」に対する審査基準適合標章のシンボルマークで、「Registered Precast 
Concrete Products Factory」の意を「Ｐｃ.」、「Ｆ」及び「Ｒ」で表現したものです。協会の英語

略称であるＲＰＣＡにも通じるものとなっています。なお、このシンボルマークの右下の「Ⓡ」

は、このシンボルマークが協会が商標登録したものであることを示しています。 
②：証明書番号は、証明する工場の属性を表す、「審査年度－コンクリート配合強度 工場番号」で構

成されており、見本の証明書番号「２５-ＬＣ５０Ｃ Ｆ〇〇」は２０２５年度審査において、ＲＰ

ＣＡ審査適合製品を、製品に使用するセメント（ポルトランドセメント）を高炉スラグ等の製造時

の CO2の排出量が少ない材料に一定量置換することによって、低炭素化を図った製品として製造す

る製造能力を、該当工場が有しており、低炭素型ＲＰＣＡ認証工場であることを表しています。 
「ＬＣ５０Ｃ」は、「Low Carbon 50 Cement」の略で、低炭素型ＲＰＣＡ製品グループに使用さ

れるコンクリートの CO2 排出量が、セメント 100％の場合のセメント製造時の CO2 排出量の 50％
以下のセメント置換型低炭素コンクリートであることを表しています。 
なお、当該工場が審査を更新し続けた場合は、証明書番号のうちの「２５」のみが、たとえば３

年後の２０２８年度の審査を受審した場合に「２８」に変わるだけで、他の部分は変わりません。

つまり、見本の場合、「２５-ＬＣ５０Ｃ Ｆ〇〇」という番号は、その工場固有の番号となり、審

査年度が異なっても、同じ工場であることを示しています。 
③：本証明書の交付を受けた企業及び工場の名称です。なお、ＲＰＣＡ工場認証審査は、当該工場を

保有する法人でなければ、受審を申請することができません。 
④：照査結果が分かるように数値を記載しています。 
⑤：証明書は、表紙と証明内容書から構成されており、この見本の場合は全体が２０ページなので、

１ページ目が 1/20、２ページ目が 2/20 というようにページが付けられています。表紙と証明内容

書で１つの証明書です。証明書をコピーして使用する場合は、全ページをコピーして 1 体で使用し

てください。 
⑥：審査項目ごとに、申請工場の製造能力が審査基準を満足しているか否かを判定し、審査基準を満足

している場合に「 合格 」と表記しています。 
⑦：ＲＰＣＡ審査事業は協会の事業であることから、審査基準適合証明書は協会長名で交付しますが、

審査業務は審査委員会が協会から独立して第三者委員会として行っていることから、審査委員長名

を記し、審査委員会が合否判定を行っていることを明示しています。 
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【資料－３ 低炭素型ＲＰＣＡ製品に表示する審査基準適合標章】 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（低炭素型カルバート適合標章の見本） 
 

審査事業運営規則第１５条２項では、「低炭素型ＲＰＣＡ審査適合製品に、協会の承認を得て、当該低

炭素型ＲＰＣＡ審査基準適合製品の基となるＲＰＣＡ審査適合製品のＲＰＣＡ製品審査基準適合証明書

に係るＲＰＣＡ製品審査基準適合標章、並びに当該低炭素型ＲＰＣＡ審査適合製品を製造する道路ＰＣ

ａ製品製造工場のＲＰＣＡ工場認証審査基準適合証明書に係るＲＰＣＡ工場認証審査基準適合標章、及

び当該工場の低炭素型ＲＰＣＡ工場認証審査基準適合証明書に係る審査基準適合標章（以下「低炭素型Ｒ

ＰＣＡ工場認証審査基準適合標章」を指す。）を表示しなければならない。」と規定されています。 
上記見本の内、赤文字の注釈番号を付記した左が「ＲＰＣＡ製品審査基準適合標章」、緑文字の注釈番

号を付記した中央が「ＲＰＣＡ工場認証審査基準適合標章」、青文字の注釈番号を付記した右が「低炭素

型ＲＰＣＡ工場認証審査基準適合標章」で、この３つを低炭素型ＲＰＣＡ審査適合製品に表示することと

なります。 
 
（注釈） 
 
①：「ＲＰＣＡ認証工場」に対する審査基準適合標章のシンボルマークで、「Registered Precast  

Concrete Products Factory」の意を「Ｐｃ.」、「Ｆ」及び「Ｒ」で表現したものです。協会の英語略

称であるＲＰＣＡにも通じるものとなっています。 
②：シンボルマークの右側上段に記載されたアルファベット標記「ＬＣ５０Ｃ」は、「Low Carbon 50 Cement」

の略で、低炭素型ＲＰＣＡ製品グループに使用されるコンクリートの CO2 排出量が、セメント 100％
の場合のセメント製造時の CO2 排出量の 50％以下のセメント置換型低炭素コンクリートであること

を示しています。 
③：シンボルマークの右側下段に記載された「２５・Ｆ○○」は工場番号を示しています。 

「２０２５年度の低炭素型ＲＰＣＡ工場審査に合格した」ことが示されています。 
  ※工場番号は工場固有の番号となり、「ＲＰＣＡ工場認証審査基準適合標章」の工場番号と同じです。 
 
 

① ② 

③ 

① ② 

③ 

① ② 

③ 
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ＭＥＭＯ 
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